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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー （単位：円）

当年度純利益 70,531,282

減価償却費 285,150,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,784,000

長期前受金戻入額 △53,218,000

受取利息及び受取配当金 △50,000

支払利息 37,281,000

未収金の増減額（△は増加） △695,099

未払金の増減額（△は減少） 5,606,264

たな卸資産の増減額（△は増加） △702,182

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,321,031

賞与等引当金の増減額（△は減少） 97,773

資産減耗費 13,852,000

小計 357,316,007

利息及び配当金の受取額 50,000

利息の支払額 △37,281,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 320,085,007

令和６年度小松島市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △426,944,560

国庫補助金等による収入 34,591,010

国庫補助金返還による支出 △2,728,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △395,081,550

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等企業債による収入 240,000,000

建設改良等企業債の償還による支出 △219,996,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,004,000

資金増加額（又は減少額） △54,992,543

資金期首残高 585,416,698

資金期末残高 530,424,155
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報酬 給料 手当 計

( 1人 )

0 人 19 人 11,514 57,436 49,338 118,288 21,691 139,979

( 0人 )

0 人 18 人 8,749 56,165 46,813 111,727 20,004 131,731

( 1人 )

0 人 1 人 2,765 1,271 2,525 6,561 1,687 8,248

区　分 通勤手当 時間外手当 住居手当 管理職手当 特勤手当 児童手当 退職給付費

本年度 630 1,694 1,377 2,580 300 260 13,932

前年度 699 1,405 981 2,976 300 530 13,082

比　較 △69 289 396 △396 0 △270 850

本年度

前年度

※職員数欄の（　）内は再任用短時間勤務職員について外書き

比　較

※職員数欄の一般職の人数はパートタイム会計年度任用職員も含む

扶養手当期末勤勉手当

手
当
の
内
訳

（単位：千円）

601,665

2,13024,710

2,19026,375

１　総括

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

区　　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合計
特別職 一般職
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ア　会計年度任用職員以外の職員

報酬 給料 手当 計
( 1人 )

0 人 13 人 0 57,436 46,751 104,187 18,967 123,154
( 0人 )

0 人 13 人 0 56,165 44,959 101,124 18,400 119,524
( 1人 )

0 人 0 人 0 1,271 1,792 3,063 567 3,630

区　分 通勤手当 時間外手当 住居手当 管理職手当 特勤手当 児童手当 退職給付費

本年度 630 1,694 1,377 2,580 300 260 13,932

前年度 699 1,405 981 2,976 300 530 13,082

比　較 △69 289 396 △396 0 △270 850

イ　パートタイム会計年度任用職員

報酬 給料 手当 計

0 人 6 人 11,514 0 2,587 14,101 2,724 16,825

0 人 5 人 8,749 0 1,854 10,603 1,604 12,207

0 人 1 人 2,765 0 733 3,498 1,120 4,618

区　分

本年度

前年度

比　較

手
当
の
内
訳

期末勤勉手当

2,587

1,854

733

本年度

前年度

比　較

（単位：千円）

（単位：千円）

区　　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合計
特別職 一般職

（単位：千円）

区　　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合計
特別職 一般職

22,856 2,130

932 60

本年度

前年度

比　較

※職員数欄の（　）内は再任用短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

期末勤勉手当 扶養手当

23,788 2,190
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２　給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）

給料 1,271 給与改定に伴う増減分 346 給与改定の状況

前年度給料の改定率 0.62 ％

前年度給料改定実施時期

普通昇給に伴う増加分 588 平均昇給率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.05 ％

昇給職員数

１月・・・・・ 10 人

その他の増減分 337 異動による増

13 人

13 人

0 人

制度改正に伴う増減分 782
期末勤勉手当の引き上げ

(4.40月→4.50月)

その他の増減分 1,010 異動による増

手当 1,792

本年度

前年度

増　減

（現に在職する職員数）

令和5年4月

区分 増減事由別内訳（千円） 説明 備考

職員数の異動状況
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３　給料及び手当の状況

(1)  職員1人当り給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2)  初任給

　※再任用短時間勤務職員は含まない

区　　分 企 業 職（円）

大　学　卒 196,200 196,200

高　校　卒 166,600 166,600

一般会計の制度

  一 般 職（円）

令和5年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 359,223

平 均 給 与 月 額 415,117

平 均 年 齢 49

区　　分 企　業　職

令和6年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 351,485

平 均 給 与 月 額 406,143

平 均 年 齢 48
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(3)  級別職員数

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 ( 1人 ) ％ （100.0%）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 ( 1人 ) ％ （100.0%）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

 人 (     ) ％ （     ）

（級別の標準的な職務内容）

企　業　職
主　事
技　師

主　事
技　師

係　長
主　任

係　長
主　任

5級 6級 7級

課長補佐
主　査

課　長
主　幹

部長
副部長

区　　分 1級 2級 3級 4級

0.0

計 13 100.0

　※職員数及び構成比欄の（　）内は再任用短時間勤務職員について外書き

令和5年1月1日現在

1級

7級 0

0.03級 0

53.8

5級 4 30.8

6級 2 15.4

4級 7

46.1

3 23.1

3 23.1

6

0.0

1 7.7

0 0.0

0

6級

7級 0

令和6年1月1日現在

1級

2級

3級

5級

4級

0.0

100.0

0 0.0

2級 0 0.0

計 13

区　　分
企　業　職

級 職　員　数 構　成　比
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(5)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

区　　分 一般会計との差異 差異の内容

扶養手当 同じ

24.586875 33.27075 47.709 47.709 調整月額　60月分　　

(6)　その他の手当

15%

前年度 5% 10% 15%
2.200 2.300 4.50

（1.150） （1.200） （2.35）

2.250 2.250 4.50

（1.175）

支給率等

一般会計の制度
（支給率等）

区　　分 20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者 最高限度 調整額 備　　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709 調整月額　60月分　　

（単位：月分）

一般会計の制度
（1.175） （1.175） （2.35）

5% 10% 15%
2.250 2.250 4.50

　※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

(4)  期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

支給率計

（1.175） （2.35）
本年度 5%

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の級等による加算措置

6月 12月 3級 4･5級 6･7級

10%
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左の財源内訳

期間 金　額 期間 金　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円

令和7年度

～

令和11年度

59,258中央監視装置更新業務 59,258 - - 59,258

32,228田浦配水池及び送配水管更新基本設計業務 32,228 - - 32,228令和7年度

264,990 264,990

料金改定計画策定業務 11,628 - - 11,628

10,330

債務負担行為に関する調書

　　　前年度末までの
　　　支払義務発生
　　　（見込）額

　　　当該年度以降の
　　　支払義務発生予
　　　定額

漏水調査業務 10,330 - -

事　　　　　　項 限 度 額

10,330

11,628

水道料金等徴収業務 264,990 -

令和7年度

令和7年度

令和7年度

-
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１．固　定　資　産

円 円 円 円

(1) 有 形 固 定 資 産

イ. 土 地 164,995,324

ロ. 建 物 439,353,429

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △161,447,935 277,905,494

ハ. 構 築 物 12,502,878,132

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △5,949,146,669 6,553,731,463

二. 機 械 及 び 装 置 1,151,210,668

機械及び装置減価償却累計額 △923,765,671 227,444,997

ホ. 車 両 運 搬 具 27,605,937

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 △26,333,787 1,272,150

へ. 工 具 器 具 及 び 備 品 39,397,039

工具器具及び備品減価償却累計額 △34,194,408 5,202,631

ト. 建 設 仮 勘 定 206,319,005

有 形 固 定 資 産 合 計 7,436,871,064

令和６年度小松島市水道事業予定貸借対照表（当年度）

（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部
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円 円 円 円

(2) 投 資

イ. リ サ イ ク ル 預 託 金 113,555

投 資 合 計 113,555

固 定 資 産 合 計 7,436,984,619

２．流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 530,424,155

(2) 未 収 金 103,904,213

貸 倒 引 当 金 △40,611,000 63,293,213

(3) 貯 蔵 品 32,682,537

流 動 資 産 合 計 626,399,905

資 産 合 計 8,063,384,524
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３．固　定　負　債

円 円 円 円

(1) 企 業 債 2,634,857,735

(2) 引 当 金

イ. 退 職 給 付 引 当 金 110,912,403

引 当 金 合 計 110,912,403

固 定 負 債 合 計 2,745,770,138

４．流　動　負　債

(1) 企 業 債 225,031,064

(2) 未 払 金 23,457,434

(3) 引 当 金

イ. 賞 与 引 当 金 7,991,000

ロ. そ の 他 引 当 金 1,628,000

引 当 金 合 計 9,619,000

(4) そ の 他 流 動 負 債 2,762,130

(5) 前 受 金 819,766

流 動 負 債 合 計 261,689,394

負　　債　　の　　部
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５．繰　延　収　益

円 円 円 円

(1) 長 期 前 受 金 2,687,788,074

(2) 収 益 化 累 計 額 △1,231,288,267

繰 延 収 益 合 計 1,456,499,807

負 債 合 計 4,463,959,339

６．資　本　金 1,262,663,546

７．剰　余　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ. そ の 他 資 本 剰 余 金 4,147,008

資 本 剰 余 金 合 計 4,147,008

(2) 利 益 剰 余 金

イ. 当年度未処分利益剰余金 2,332,614,631

利 益 剰 余 金 合 計 2,332,614,631

剰 余 金 合 計 2,336,761,639

資 本 合 計 3,599,425,185

負 債 資 本 合 計 8,063,384,524

資　　本　　の　　部
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注記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）減価償却　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法

（２）主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24～50年

構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10～60年

機械及び装置　　　　　　　　　　　　　　　　　 8～20年

車両運搬具　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4～ 6年

工具器具及び備品　　　　　　　　　　　　　　　 2～15年

３ 引当金の計上方法

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，実績率等による回収不能見込額を計上している。

（２）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を

　　計上している。なお，一般会計等との協議に基づき，それぞれの会計での勤続年数により退職金を負

　　担することとしており，当年度末における水道事業会計在籍職員にかかる退職手当の要支給額のうち，

　　他会計が負担すると見込まれる金額38,888,346円を除き，他会計在籍職員にかかる退職手当の要支給

　　額のうち，水道事業会計が負担すると見込まれる金額25,599,303円を加えて計上している。

（３）賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に

　　属する額を計上している。
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（４）その他引当金

職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支出見込額に基づき，

　　当年度の負担に属する額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ リース契約により使用する固定資産に関する注記

リース取引の処理方法

（１）リース会計に係る特例措置

中小規模事業者の特例規定により，所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸

　　借取引に準じた会計処理によっている。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

8,704,920円（税抜）

Ⅲ その他の注記

（１）退職給付引当金の取崩し

　 令和6年度において,退職手当を支給するため,退職給付引当金17,253,031円を取崩す。

（２）賞与引当金の取崩し

令和6年度において,期末手当および勤勉手当を支給するため,賞与引当金7,544,186円を取崩す。

（３）その他引当金の取崩し

令和6年度において,期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費を支出するため,法定福利引当金

1,489,167円を取崩す。
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千円 千円 千円

１．営　業　収　益

(1) 給 水 収 益 665,649

(2) 受 託 工 事 収 益 14,250

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 1,421 681,320

２．営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 83,800

(2) 配 水 及 び 給 水 費 104,886

(3) 受 託 工 事 費 13,913

(4) 総 係 費 104,211

(5) 減 価 償 却 費 282,378

(6) 資 産 減 耗 費 1,840

(7) そ の 他 営 業 費 用 396 591,424

（ 営 業 利 益 ） 89,896

令和５年度小松島市水道事業予定損益計算書（前年度）

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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千円 千円 千円

３．営　業　外　収　益

(1) 受 取 利 息 55

(2) 他 会 計 補 助 金 410

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 52,210

(4) 雑 収 益 456 53,131

４．営　業　外　費　用

(1) 支 払 利 息 39,156

(2) 雑 支 出 945 40,101 13,030

（ 経 常 利 益 ） 102,926

５．特　別　利　益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 278 278

６．特　別　損　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 444

(2) そ の 他 特 別 損 失 2 446

（ 特 別 損 失 ） 168

当年 度 純 利 益 （損 失） 102,758

前年 度 繰 越 利 益剰 余金 2,159,325

当年度未処分利益剰余金 2,262,083
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１．固　定　資　産

円 円 円 円

(1) 有 形 固 定 資 産

イ. 土 地 164,995,324

ロ. 建 物 439,353,429

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △151,777,935 287,575,494

ハ. 構 築 物 12,156,643,859

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △5,705,540,669 6,451,103,190

二. 機 械 及 び 装 置 1,126,934,668

機械及び装置減価償却累計額 △893,210,671 233,723,997

ホ. 車 両 運 搬 具 27,605,937

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 △26,251,787 1,354,150

へ. 工 具 器 具 及 び 備 品 39,061,584

工具器具及び備品減価償却累計額 △32,957,408 6,104,176

ト. 建 設 仮 勘 定 168,845,677

有 形 固 定 資 産 合 計 7,313,702,008

令和５年度小松島市水道事業予定貸借対照表（前年度）

（令和6年3月31日）

資　　産　　の　　部
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円 円 円 円

(2) 投 資

イ. リ サ イ ク ル 預 託 金 113,555

投 資 合 計 113,555

固 定 資 産 合 計 7,313,815,563

２．流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 585,416,698

(2) 未 収 金 86,319,114

貸 倒 引 当 金 △37,827,000 48,492,114

(3) 貯 蔵 品 31,980,355

流 動 資 産 合 計 665,889,167

資 産 合 計 7,979,704,730
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３．固　定　負　債

円 円 円 円

(1) 企 業 債 2,619,889,357

(2) 引 当 金

イ. 退 職 給 付 引 当 金 114,233,434

引 当 金 合 計 114,233,434

固 定 負 債 合 計 2,734,122,791

４．流　動　負　債

(1) 企 業 債 219,995,442

(2) 未 払 金 23,112,548

(3) 引 当 金

イ. 賞 与 引 当 金 7,544,186

ロ. そ の 他 引 当 金 1,489,167

引 当 金 合 計 9,033,353

(4) そ の 他 流 動 負 債 2,762,130

(5) 前 受 金 819,766

流 動 負 債 合 計 255,723,239

負　　債　　の　　部
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５．繰　延　収　益

円 円 円 円

(1) 長 期 前 受 金 2,639,035,064

(2) 収 益 化 累 計 額 △1,178,070,267

繰 延 収 益 合 計 1,460,964,797

負 債 合 計 4,450,810,827

６．資　本　金 1,262,663,546

７．剰　余　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ. そ の 他 資 本 剰 余 金 4,147,008

資 本 剰 余 金 合 計 4,147,008

(2) 利 益 剰 余 金

イ. 当年度未処分利益剰余金 2,262,083,349

利 益 剰 余 金 合 計 2,262,083,349

剰 余 金 合 計 2,266,230,357

資 本 合 計 3,528,893,903

負 債 資 本 合 計 7,979,704,730

資　　本　　の　　部
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注記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）減価償却　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法

（２）主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24～50年

構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10～60年

機械及び装置　　　　　　　　　　　　　　　　　 8～20年

車両運搬具　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4～ 6年

工具器具及び備品　　　　　　　　　　　　　　　 2～15年

３ 引当金の計上方法

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，実績率等による回収不能見込額を計上している。

（２）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を

　　計上している。なお，一般会計等との協議に基づき，それぞれの会計での勤続年数により退職金を負

　　担することとしており，当年度末における水道事業会計在籍職員にかかる退職手当の要支給額のうち，

　　他会計が負担すると見込まれる金額38,888,346円を除き，他会計在籍職員にかかる退職手当の要支給

　　額のうち，水道事業会計が負担すると見込まれる金額42,852,334円を加えて計上している。

（３）賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に

　　属する額を計上している。
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（４）その他引当金

職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支出見込額に基づき，

　　当年度の負担に属する額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ リース契約により使用する固定資産に関する注記

リース取引の処理方法

（１）リース会計に係る特例措置

中小規模事業者の特例規定により，所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸

　　借取引に準じた会計処理によっている。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

12,752,760円（税抜）

Ⅲ その他の注記

（１）賞与引当金の取崩し

令和5年度において,期末手当および勤勉手当を支給するため,賞与引当金7,735,333円を取崩す。

（２）その他引当金の取崩し

令和5年度において,期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費を支出するため,法定福利引当金

1,520,304円を取崩す。
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